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【包括承継及び権利義務承継契約書の承認について】 

 

 

 当組合による、和歌山県農業協同組合連合会（以下、「被承継連合会」という。）の

令和７年 10月１日を予定日とした包括承継及び権利義務承継契約書について承認願

いたい。 

 

 

１．包括承継の理由 

  県内農業、地域社会・経済、ＪＡの組織・事業・経営を取り巻く環境が今後さら

に厳しさを増すことが見通されるなか、被承継連合会の機能を承継することで、重

複する機能・業務を集約し、合理化・効率化によって経営基盤を確立するととも

に、一体的な運営、経営資源の集約・再配置等を通じて事業機能を強化し、将来に

わたり本県農業の振興と地域の活性化に貢献し得る組合を目指すものです。 

 

２．権利義務承継契約書の内容 

  権利義務承継契約書の内容は、２ページ～４ページのとおりです。 

 

３．被承継連合会の会員に対して支払をする金額 

  被承継連合会の会員は１人（当組合のみ）のため、当該会員に対して支払う金銭

等はありません。 

 

４．被承継連合会の最終事業年度の決算関係書類 

  被承継連合会の最終事業年度（令和５年度）の決算関係書類は、５ページ～36

ページのとおりです。 

  なお、被承継連合会において現在のところ、最終事業年度（令和５年度）の末日

後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の連合会財産の状況に重要な影響

を与える事象はありません。 

 

５．当組合の成立の日における貸借対照表 

  当組合の成立の日（令和７年４月１日）における貸借対照表は 37ページ～39ペ

ージのとおりです。 

  なお、当組合において現在のところ、成立の日（令和７年４月１日）後に重要な

財産の処分、重大な債務の負担その他の組合財産の状況に重要な影響を与える事象

はありません。 
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（善管注意義務） 

第 7条 乙は、本契約の締結日から承継日に至るまで善良なる管理者の注意をもって

その業務を執行し、その財産及び権利義務に重要な影響を及ぼすような行為を行う場

合には、あらかじめ甲と協議し合意のうえでこれを行わなければならない。 

 

（損害賠償責任） 

第 8条 権利義務承継後、本契約第 3条の書類ならびに附属する証憑書類に誤謬、脱

漏があったため、または乙から引き継いだ財産に隠れた瑕疵があったため、甲が損害

を被ったときは、甲が乙から承継した経営基盤強化積立金を取り崩し、その損害を補

填する。ただし、甲が乙から承継した経営基盤強化積立金を取り崩してもなお損害が

残る場合は、本契約締結当時の乙の役員らは連帯して甲の損害を補填する責を負う。 

② 前項の乙の役員らの責任は、承継日から２年を経過したときに消滅する。 

 

（退任役員に対する退職慰労金） 

第 9条 権利義務承継に伴い退任する乙の役員に対する退職慰労金は、乙の役員退職

慰労金引当基準に基づき計算した金額を支給する。なお、各退任役員への配分、支給

の時期、方法については、乙の理事会、経営管理委員会（監事については乙の監事の

協議）に一任する。 

 

（職員の引継ぎ） 

第 10条 承継日現在に在籍する乙の職員は、原則として全員を甲が引き継ぐものと

し、その勤続年数については、乙における在職年数を通算する。 

 

（承認手続） 

第 11条 甲は、令和 7年 6月 26日開催の総代会において本契約書の承認を決議する

ものとする。 

② 乙は、令和 7年 6月 30日開催の総会において本契約書の承認を決議するものと

する。 

 

（契約の変更又は解除） 

第 12条 本契約の締結日から承継日に至るまでの間において、天災地変その他の事

由により、甲及び乙の資産もしくは経営状態に重要な変動を生じたときは、甲乙協議

のうえ承継の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。 

 

（規定外事項の協議） 

第 13条 本契約に定めるもののほか、権利義務承継上必要と認める事項が発生した

場合は、本契約の趣旨に反しない限りにおいて、甲乙協議のうえ決定することができ

るものとする。 

 

（効力発生） 

第 14条 本契約は、第11条に定めるところにより、甲の総代会及び乙の総会の承認

を得、かつ、行政庁の認可を受けたときに、その効力を生じるものとする。 
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権権利利義義務務承承継継契契約約書書  

 

 

和歌山県農業協同組合（以下「甲」という）と、和歌山県農業協同組合連合会（以下

「乙」という）は、権利義務の承継について、次のとおり契約を締結する。 

 

（理由） 

第 1条 令和 7年 4月 1日に乙の会員が甲のみとなったため、農業協同組合法第 70

条の規定により、甲が乙の権利義務の一切を承継するものとする。 

 

（承継日） 

第 2条 乙から甲への乙の権利義務承継の実行日（以下「承継日」という）は、令和

7年 10月 1日とする。 

 

（財産の引継ぎ） 

第 3条 乙は、承継日の前日現在の財務諸表及び当該基礎資料を遅滞なく作成する。 

② 乙は前項の財務諸表を基礎とする引継財産および一切の権利義務を承継日におい

て甲に引継ぎ、甲はこれを承継する。 

 

（資本準備金等） 

第 4条 乙の資本準備金、再評価積立金、利益準備金は、それぞれ甲の資本準備金、

再評価積立金、利益準備金とする。 

② 乙のその他利益剰余金は、次のとおり甲が引継ぐ。 

1 経営基盤強化積立金は、甲の経営基盤強化積立金に引継ぐ。 

2 情報資産投資積立金は、甲の情報資産投資積立金に引継ぐ。 

3 事業整備積立金は、甲の事業整備積立金として引継ぐ。 

4 経済事業債権保全積立金は、甲の経済事業債権保全積立金として引継ぐ。 

5 施設復旧対策積立金は、甲の施設復旧対策積立金として引継ぐ。 

6 固定資産圧縮積立金は、甲の固定資産圧縮積立金に引継ぐ。 

7 農産物ブランド価値向上対策積立金は、甲の農産物ブランド価値向上対策積  

立金として引継ぐ。 

8 繰越剰余金は、甲の繰越剰余金に引継ぐ。 

 

（乙の最終事業年度に係る配当等） 

第 5条 乙の承継日の前日を含む最終事業年度に生じた剰余金は、配当しないことと

する。 

 

（守秘義務） 

第 6条 甲は、乙から提供される一切の情報については、甲の内部限りで取り扱い、

包括承継および包括承継の業務を行う目的にのみ使用できるものとする。但し、包括

承継に関連して、相談が必要と考えられる弁護士・公認会計士・税理士・監査法人・

電算処理会社等については、秘密保持義務を課すことを条件として、非公開情報を開

示することができるものとする。 
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（効力発生） 

第 14条 本契約は、第11条に定めるところにより、甲の総代会及び乙の総会の承認

を得、かつ、行政庁の認可を受けたときに、その効力を生じるものとする。 
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権権利利義義務務承承継継契契約約書書  

 

 

和歌山県農業協同組合（以下「甲」という）と、和歌山県農業協同組合連合会（以下

「乙」という）は、権利義務の承継について、次のとおり契約を締結する。 

 

（理由） 

第 1条 令和 7年 4月 1日に乙の会員が甲のみとなったため、農業協同組合法第 70

条の規定により、甲が乙の権利義務の一切を承継するものとする。 

 

（承継日） 

第 2条 乙から甲への乙の権利義務承継の実行日（以下「承継日」という）は、令和

7年 10月 1日とする。 

 

（財産の引継ぎ） 

第 3条 乙は、承継日の前日現在の財務諸表及び当該基礎資料を遅滞なく作成する。 

② 乙は前項の財務諸表を基礎とする引継財産および一切の権利義務を承継日におい

て甲に引継ぎ、甲はこれを承継する。 

 

（資本準備金等） 

第 4条 乙の資本準備金、再評価積立金、利益準備金は、それぞれ甲の資本準備金、

再評価積立金、利益準備金とする。 

② 乙のその他利益剰余金は、次のとおり甲が引継ぐ。 

1 経営基盤強化積立金は、甲の経営基盤強化積立金に引継ぐ。 

2 情報資産投資積立金は、甲の情報資産投資積立金に引継ぐ。 

3 事業整備積立金は、甲の事業整備積立金として引継ぐ。 

4 経済事業債権保全積立金は、甲の経済事業債権保全積立金として引継ぐ。 

5 施設復旧対策積立金は、甲の施設復旧対策積立金として引継ぐ。 

6 固定資産圧縮積立金は、甲の固定資産圧縮積立金に引継ぐ。 

7 農産物ブランド価値向上対策積立金は、甲の農産物ブランド価値向上対策積  

立金として引継ぐ。 

8 繰越剰余金は、甲の繰越剰余金に引継ぐ。 

 

（乙の最終事業年度に係る配当等） 

第 5条 乙の承継日の前日を含む最終事業年度に生じた剰余金は、配当しないことと

する。 

 

（守秘義務） 

第 6条 甲は、乙から提供される一切の情報については、甲の内部限りで取り扱い、

包括承継および包括承継の業務を行う目的にのみ使用できるものとする。但し、包括

承継に関連して、相談が必要と考えられる弁護士・公認会計士・税理士・監査法人・

電算処理会社等については、秘密保持義務を課すことを条件として、非公開情報を開

示することができるものとする。 
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（善管注意義務） 
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被承継連合会の最終事業年度の決算関係書類 
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 本契約の成立を証するため、本契約書 2通を作成し、甲及び乙の代表者が記名押印

のうえ、各 1通を保有するものとする。 

 

令和 7年 6月 1日 

 

 

  和歌山市美園町五丁目 1番地の 1  

甲 和歌山県農業協同組合           

  代表理事組合長   坂東 紀好 

 

 

  和歌山市美園町五丁目 1番地の 1  

乙 和歌山県農業協同組合連合会   

  代表理事理事長   楠本 健次 
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当組合の成立の日における貸借対照表 
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   　（単位：千円）

科　　　　　　目

１  信用事業負債 1,815,205,808

（１）貯金 1,810,504,708

（２）借入金 210,301

（３）その他の信用事業負債 4,490,798

　　　　未払費用 495,572

　　　　その他の負債 3,995,225

２  共済事業負債 3,879,231

（１）共済資金 1,604,975

（２）未経過共済付加収入 2,240,933

（３）その他の共済事業負債 33,322

３  経済事業負債 7,849,369

（１）経済事業未払金 3,224,250

（２）経済受託債務 4,477,237

（３）その他の経済事業負債 147,881

４  雑負債 6,018,768

（１）未払法人税等 360,634

（２）リース債務 6,619

（３）資産除去債務 934,470

（４）その他の負債 4,717,043

５  諸引当金 4,114,484

（１）賞与引当金 718,143

（２）退職給付引当金 2,006,020

（３）専門職員功労金引当金 33,466

（４）特例業務負担引当金 1,349,753

（５）ポイント引当金 7,099

６  再評価に係る繰延税金負債 3,286,315

負　債　の　部　合　計 1,840,353,977

１  組合員資本 91,620,589

（１）出資金 27,502,344

（２）資本準備金 13,088,934

（３）利益剰余金 51,233,939

　　　　利益準備金 15,406,226

　　　　その他利益剰余金 35,827,713

（４）処分未済持分 ▲ 204,628

２  評価・換算差額等 ▲ 4,687,309

（１）その他有価証券評価差額金 ▲ 11,740,587

（２）土地再評価差額金 7,053,277

純　資　産　の　部　合　計 86,933,280

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 1,927,287,257

負　債　及　び　純　資　産　の　部

金　　　　　　額
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【当組合の成立の日における貸借対照表】 

 

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表

令和７年４月１日現在

科　　　　　　目

１ 信用事業資産 1,786,649,200

（１）現金 6,795,935

（２）預金 1,447,477,790

　　　　系統預金 1,440,917,911

　　　　系統外預金 6,559,879

（３）有価証券 67,495,610

　　　　国債 39,830,630

　　　　地方債 23,430,680

　　　  政府保証債 85,030

　　　　社債 4,149,270

（４）貸出金 258,545,819

（５）その他の信用事業資産 6,938,722

　　　　未収収益 741,556

　　　　その他の資産 6,197,166

（６）貸倒引当金 ▲ 604,678

２  共済事業資産 8,945

（１）その他の共済事業資産 8,945

３  経済事業資産 13,126,725

（１）受取手形 5,315

（２）経済事業未収金 6,430,134

（３）経済受託債権 1,732,927

（４）棚卸資産 4,435,974

　　　　購買品 2,174,220

　　　　販売品 78,045

　　　　加工品 2,018,046

        宅地等 51,587

　　　　その他の棚卸資産 114,074

（５）その他の経済事業資産 543,063

（６）貸倒引当金 ▲ 20,690

４  雑資産 6,330,887

５  固定資産 44,568,347

（１）有形固定資産 44,262,400

　　　　建物 43,653,075

　　　　機械装置 17,343,243

　　　　土地 26,898,815

　　　　リース資産 160,280

　　　　建設仮勘定 28,968

　　　　その他の有形固定資産 12,515,671

　　　　減価償却累計額 ▲ 56,337,654

（２）無形固定資産 305,947

６  外部出資 74,934,685

（１）外部出資 74,934,685

　　　　系統出資 70,381,695

　　　　系統外出資 4,478,090

        子会社等出資 74,900

７ 繰延税金資産 1,668,465

資　産　の　部　合　計 1,927,287,257

資　　　　産　　　　の　　　　部　　

金　　　　　　額
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科　　　　　　目

１ 信用事業資産 1,786,649,200

（１）現金 6,795,935

（２）預金 1,447,477,790

　　　　系統預金 1,440,917,911

　　　　系統外預金 6,559,879

（３）有価証券 67,495,610

　　　　国債 39,830,630

　　　　地方債 23,430,680

　　　  政府保証債 85,030

　　　　社債 4,149,270

（４）貸出金 258,545,819

（５）その他の信用事業資産 6,938,722

　　　　未収収益 741,556

　　　　その他の資産 6,197,166

（６）貸倒引当金 ▲ 604,678

２  共済事業資産 8,945

（１）その他の共済事業資産 8,945

３  経済事業資産 13,126,725

（１）受取手形 5,315

（２）経済事業未収金 6,430,134

（３）経済受託債権 1,732,927

（４）棚卸資産 4,435,974

　　　　購買品 2,174,220

　　　　販売品 78,045

　　　　加工品 2,018,046

        宅地等 51,587

　　　　その他の棚卸資産 114,074

（５）その他の経済事業資産 543,063

（６）貸倒引当金 ▲ 20,690

４  雑資産 6,330,887

５  固定資産 44,568,347

（１）有形固定資産 44,262,400

　　　　建物 43,653,075

　　　　機械装置 17,343,243

　　　　土地 26,898,815

　　　　リース資産 160,280

　　　　建設仮勘定 28,968

　　　　その他の有形固定資産 12,515,671

　　　　減価償却累計額 ▲ 56,337,654

（２）無形固定資産 305,947

６  外部出資 74,934,685

（１）外部出資 74,934,685

　　　　系統出資 70,381,695

　　　　系統外出資 4,478,090

        子会社等出資 74,900

７ 繰延税金資産 1,668,465

資　産　の　部　合　計 1,927,287,257

資　　　　産　　　　の　　　　部　　

金　　　　　　額




